
事 務 連 絡

平成２６年７月１０日

都道府県民生主管部（局）

国民健康保険主管課（部） 御中

厚生労働省保険局国民健康保険課

出産育児一時金等の見直しに伴う関係政令等の改正内容について

産科医療補償制度及び出産育児一時金については、平成２６年４月２１日の

社会保障審議会医療保険部会において、産科医療補償制度における掛金の額を

見直すこととする方針が決定され、また平成２６年７月７日の同部会において、

出産育児一時金の総額を４２万円に維持することとする方針が決定されました。

これに基づき、今後、厚生労働省においては、健康保険法施行令（大正１５

年勅令２４３号（以下「健保令」という。））等の一部を改正するとともに、国

民健康保険条例参考例（以下「国保条例参考例」という。）及び国民健康保険

組合規約例（以下「国保組合規約例」という。）の一部を改正する予定ですが、

あらかじめ、その改正の趣旨及び内容について、下記のとおりお知らせします

ので、貴管下保険者及び関係団体等への周知等につき、特段のご配慮をお願い

いたします。

なお、この事務連絡については、厚生労働省保険局保険課と協議済みである

旨を申し添えます。

記

第１ 改正の趣旨

今回の改正は、産科医療補償制度の見直しと併せて出産育児一時金の金額

を見直すものであること。

第２ 改正の内容

１ 健保令の改正関係

（１）出産育児一時金の金額の見直し（健保令第３６条関係）

出産育児一時金の支給について、健康保険法（大正１１年法律第７０

号）第１０１条の政令で定める金額として健保令第３６条に規定する

「３９万円」を「４０．４万円」とすること。



なお、同条において、産科医療補償制度に加入する場合に、３万円を

超えない範囲内で保険者が定める金額を加算することとする規定自体は、

見直さないこと（ただし、「保険者が定める金額」については、（２）の

とおりとすること）。

（２）健保令第３６条に規定する「保険者が定める金額」の見直し（「健康

保険法施行令第３６条における「保険者が定める金額」について」

（平成２０年１２月５日付け保保発第１２０５００１号厚生労働省保

険課長通知関係））

健保令第３６条に規定する「保険者が定める金額」については、産科

医療補償制度における掛金が「３万円」から「１．６万円」に引き下げ

られることとなったため、「１．６万円」を基準とすること。

２ 国保条例参考例及び国保組合規約例の改正関係

（１）出産育児一時金の金額の見直し

１（１）を踏まえ、出産育児一時金の支給について、国保条例参考例

第８条及び国保組合規約例第１１条に規定する「３９万円（何円）」を

「４０．４万円（何円）」とすること。

（２）国保条例参考例第８条及び国保組合規約例第１１条に規定する加算額

について

１（２）を踏まえ、国保条例参考例第８条及び国保組合規約例第１１

条に規定する、健保令第３６条の規定を勘案して必要があると認めると

きに加算することとされている額については、「１．６万円」を基準と

すること。

第３ 施行期日

平成２７年１月１日とすること。


